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令和７年度決算に基づく健全化判断比率審査及び資金不足比率審査意見書の 

提出について 

 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定に

より、令和８年８月１２日付け財第１５９号をもって審査に付された令和７年度決算に

基づく健全化判断比率及び資金不足比率について、次のとおり意見書を提出します。 
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令和７年度決算に基づく健全化判断比率審査意見書 

                                                                                 

第１ 審査の対象                                                                 

   令和７年度の千葉県一般会計、特別会計及び公営企業会計の決算に  

基づく、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担

比率（以下「健全化判断比率」という。）とこれらの算定の基礎となる事

項を記載した書類を対象に審査を実施した。   

                                                                          

第２ 審査の着眼点と実施内容                                                               

    健全化判断比率審査に当たっては、                                   

   １ 法令等に照らし健全化判断比率の算出過程に誤りはないか。 

   ２ 法令等に基づき適切な算定要素が健全化判断比率の算定に用いられ 

ているか。 

   ３ 公正な判断のもと健全化判断比率の算定の基礎となった書類等が 

適正に作成されているか。 

  などを主眼に、知事から提出された算定の基礎となる事項を記載した書類

について、決算書等関係資料を照合精査するとともに関係当局の説明を  

聴取し、慎重に審査を実施した。                                                          

                                                                                 

第３ 審査の結果 

   審査に付された下記健全化判断比率については適正に算定されており、

また、その算定の基礎となる事項を記載した書類は適正に作成されている

ものと認められた。 

記 

健全化判断比率 令和７年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 － ％ 3.75 ％ 5.00 ％ 

連結実質赤字比率 － ％ 8.75 ％ 15.00 ％ 

実質公債費比率  7.5 ％ 25.0  ％   35.0  ％ 

将来負担比率  97.7 ％ 400.0  ％  

 

   健全化判断比率はいずれも早期健全化基準を下回っている。 

 

 

 

 

 



 - 2 - 

健全化判断比率の算定根拠 

 

１ 実質赤字比率（参考資料（参考１）参照） 

   一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率（一般会計等

の赤字の程度を示す指標） 

            一般会計等の実質赤字額（ △21,938,709 千円） 

実 質 赤 字 比 率＝ 

 （ ― ％）     標 準 財 政 規 模（1,207,991,209 千円） 
※１ 標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的

一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算した額である。 

※２ 実質赤字額が負の値（実質収支が黒字）であるため、実質赤字比率は算定され

ない。 

 

２ 連結実質赤字比率（参考資料（参考１）参照） 

   公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額又は資金不足額の標準財政

規模に対する比率（公営企業会計を含む県の全会計を対象とした県全体の赤字の

程度を示す指標） 

 

            連結実質赤字額（△219,730,859 千円） 

連結実質赤字比率＝ 

 （ ― ％）     標準財政規模（1,207,991,209 千円） 

※ 連結実質赤字額が負の値（連結実質収支が黒字）であるため、連結実質赤字比率は 

算定されない。 

 

３ 実質公債費比率（参考資料（参考２）参照） 

   一般会計等が負担する元利償還金などの標準財政規模を基本とした額に対する

比率（一般会計等が負担する公債費だけでなく、公営企業債の償還金への繰出金

も含めた実質的な公債費等がどの程度の財政負担となっているかを示す指標） 

 

         一般会計等が負担する元利償還金など（  82,382,655 千円） 

実質公債費比率＝ 

（7.60181％）   標 準 財 政 規 模 を 基 本 と し た 額（ 1,083,724,371 千円） 

  ※１ 実質公債費比率は、３か年平均で算定される。上表では、令和７年度の比率

7.60181％が算定され、令和６年度の比率 7.52554％、令和５年度の比率 7.53978％

との３か年平均 7.5％が算定される。 

  ※２ 分子の「一般会計等が負担する元利償還金など」の内訳は、 

    （地方債の元利償還金(68,682,248 千円(特定財源 15,280,820 千円を控除済み)) 

＋準元利償還金(137,967,245 千円)）－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政

需要額算入額(124,266,838 千円)  

  ※３ 分母の「標準財政規模を基本とした額」の内訳は、 

     標準財政規模(1,207,991,209 千円)－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政

需要額算入額(124,266,838 千円) 
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４ 将来負担比率（参考資料（参考３、４）参照） 

   地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、一般会計等が

将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率（将来

の財政を圧迫する程度を示す指標） 

 

         一般会計等が将来負担すべき実質的な負債( 1,059,032,383 千円) 

将来負担比率 ＝ 

（97.7％）   標 準 財 政 規 模 を 基 本 と し た 額(  1,083,724,371 千円) 

※１ 分子の「一般会計等が将来負担すべき実質的な負債」の内訳は、 

   将来負担額(3,987,282,511 千円)－充当可能基金額(1,224,127,526 千円)－特定財

源見込額(29,659,368 千円)－地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

                             (1,674,463,234 千円) 

※２ 分母の「標準財政規模を基本とした額」の内訳は、 

   標準財政規模(1,207,991,209 千円)－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需

要額算入額(124,266,838 千円) 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

資 金 不 足 比 率 審 査 意 見 書  
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令和７年度決算に基づく資金不足比率審査意見書 

                                                                                 

第１ 審査の対象                                                                 

   令和７年度の千葉県各公営企業会計の決算に基づく資金不足比率と  

これらの算定の基礎となる事項を記載した書類を対象に審査を実施した。                              

                                                                                 

第２ 審査の着眼点と実施内容                                                               

    資金不足比率審査に当たっては、 

   １ 法令等に照らし資金不足比率の算出過程に誤りはないか。 

   ２ 法令等に基づき適切な算定要素が資金不足比率の算定に用いられて

いるか。 

   ３ 公正な判断のもと資金不足比率の算定の基礎となった書類等が適正

に作成されているか。 

などを主眼に、知事から提出された算定の基礎となる事項を記載した書類

について、決算書等関係資料を照合精査するとともに関係当局の説明を 

聴取し、慎重に審査を実施した。                                           

                                                                                 

第３ 審査の結果 

   審査に付された下記資金不足比率については適正に算定されており、 

また、その算定の基礎となる事項を記載した書類は適正に作成されている

ものと認められた。 

 

 

記 

会 計 名 令和７年度 経営健全化基準 

千葉県特別会計 

港湾整備事業 
－ ％ 20.0  ％ 

千葉県特別会計 

工業団地整備事業 
－ ％ 20.0  ％ 

千葉県特別会計 

土地区画整理事業 
－ ％ 20.0  ％ 

千葉県特別会計 

上水道事業会計 
－ ％ 20.0  ％ 

千葉県特別会計 

工業用水道事業会計 
－ ％ 20.0  ％ 

千葉県特別会計 

造成土地管理事業会計 
－ ％ 20.0  ％ 

千葉県特別会計 

病院事業会計 
－ ％ 20.0  ％ 

千葉県特別会計 

流域下水道事業会計 
－ ％ 20.0  ％ 
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資金不足比率の算定根拠 

 

資金不足比率は、公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率 
 

          資金の不足額 

資金不足比率＝ 

          事 業 の 規 模 

※１ 事業の規模（法適用企業）＝営業収益の額－受託工事収益の額 
     ※２ 事業の規模（法非適用企業）＝営業収益に相当する収入の額－受託工事

収益に相当する収入の額 
     ※３ 宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、資本に相当

する額及び負債に相当する額の合計額である。 
     ※４ 全ての会計で資金不足額がないため、資金不足比率は算定されない。 
     ※５ 資金不足比率の状況は、参考資料（参考５）に掲載。 
 

１ 港湾整備事業 
           資金の剰余額（   3,005,500 千円） 
  資金不足比率＝ 
  （ ― ％）   事 業 の 規 模（     855,337 千円） 

２ 工業団地整備事業 
           資金の剰余額（   5,913,536 千円） 
  資金不足比率＝ 
  （ ― ％）   事 業 の 規 模（   5,913,536 千円） 

３ 土地区画整理事業 
           資金の剰余額（           0 千円） 
  資金不足比率＝ 
  （ ― ％）   事 業 の 規 模（  36,161,700 千円） 

４ 上水道事業会計 
           資金の剰余額（  24,893,384 千円） 
  資金不足比率＝ 
  （ ― ％）   事 業 の 規 模（  64,356,828 千円） 

５ 工業用水道事業会計 
           資金の剰余額（  34,388,690 千円） 
  資金不足比率＝ 
  （ ― ％）   事 業 の 規 模（  11,107,408 千円） 

６ 造成土地管理事業会計 
           資金の剰余額（ 106,203,822 千円） 
  資金不足比率＝ 
  （ ― ％）   事 業 の 規 模（ 514,616,083 千円） 

７ 病院事業会計 
           資金の剰余額（           0 千円） 
  資金不足比率＝ 
  （ ― ％）   事 業 の 規 模（  43,710,439 千円） 

８ 流域下水道事業会計 
           資金の剰余額（   8,645,396 千円） 
  資金不足比率＝ 
  （ ― ％）   事 業 の 規 模（  21,658,775 千円） 

 



 

 

 

 

 

 

参 考 資 料 

 

（健全化判断比率等関連） 

 

 

 

 

 

  



 

 



１　健全化判断比率について
（１）　実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況

（単位：千円）

令和7年度 令和6年度 差 引

8,516,703 5,721,392 2,795,311

財政調整基金 0 0 0

県債管理事業 0 0 0

地方消費税清算 6,780,112 11,195,897 △ 4,415,785

自動車税証紙 149,986 226,536 △ 76,550

市町村振興資金 0 2,571,654 △ 2,571,654

母子父子寡婦福祉資金 280 0 280

心身障害者扶養年金事業 162 162 0

6,362,820 4,491,517 1,871,303

小規模企業者等設備導入資金 78,228 80,941 △ 2,713

就農支援資金 5,230 4,088 1,142

営林事業 31,054 29,970 1,084

林業・木材産業改善資金 266 74 192

沿岸漁業改善資金 931 434 497

奨学資金 12,937 5,829 7,108

21,938,709 24,328,494 △ 2,389,785

1,207,991,209 1,179,533,775 28,457,434

△ 1.81 △ 2.06 0.25
※実質収支が黒字である場合、「実質赤字比率（％）」は負の値で表示される。

（単位：千円）

令和7年度 令和6年度 差 引

国民健康保険事業 14,741,822 16,059,784 △ 1,317,962

（単位：千円）

令和7年度 令和6年度 差 引

上水道事業会計 24,893,384 27,534,770 △ 2,641,386

工業用水道事業会計 34,388,690 38,184,800 △ 3,796,110

病院事業会計 0 1,207,872 △ 1,207,872

流域下水道事業会計 8,645,396 8,071,661 573,735

宅
地

造
成

事
業 造成土地管理事業会計 106,203,822 103,182,248 3,021,574

港湾整備事業 3,005,500 2,821,527 183,973

工業団地整備事業 5,913,536 5,904,560 8,976

土地区画整理事業 0 0 0

219,730,859 227,295,716 △ 7,564,857

1,207,991,209 1,179,533,775 28,457,434

△ 18.18 △ 19.26 1.08
※連結実質収支が黒字である場合、「連結実質赤字比率（％）」は負の値で表示される。
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会　　　計　　　名

一
　
般
　
会
　
計
　
等

一　般　会　計

日本コンベンションセンター国際展示場事業

実質赤字比率（％）

会　　　計　　　名
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（単位：千円）

令和7年度 令和6年度 令和5年度 令和4年度
R7年度と

R6年度の差

分子　　　①＝②＋③－④ 82,382,655 78,795,600 75,986,249 77,633,927 3,587,055

地方債の元利償還金　② 68,682,248 73,230,994 77,837,474 79,018,873 △ 4,548,746

準元利償還金　　　　　③ 137,967,245 138,056,528 137,910,320 137,385,873 △ 89,283

満期一括償還地方債の1年当たりの元金償還金相当額 128,203,001 131,041,949 131,479,896 131,023,172 △ 2,838,948

8,378,772 5,130,715 4,410,381 4,112,687 3,248,057

上水道事業 4,353 11,891 0 0 △ 7,538

病院事業 6,379,156 2,952,105 2,256,020 1,946,880 3,427,051

流域下水道事業 1,989,569 2,165,520 2,154,297 2,164,264 △ 175,951

土地区画整理事業 5,694 1,199 64 1,543 4,495

0 0 0 0 0

公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出 1,314,716 1,881,199 2,018,183 2,249,513 △ 566,483

PFI事業に係るもの 375,529 360,141 340,402 337,594 15,388

743,494 1,338,490 1,380,245 1,574,024 △ 594,996

利子補給に係るもの 195,693 182,568 297,536 337,895 13,125

一時借入金の利子 70,756 2,665 1,860 501 68,091

124,266,838 132,491,922 139,761,545 138,770,819 △ 8,225,084

分母　　　⑤＝⑥－⑦ 1,083,724,371 1,047,041,853 1,007,804,803 979,825,026 36,682,518

標準財政規模　　　⑥ 1,207,991,209 1,179,533,775 1,147,566,348 1,118,595,845 28,457,434

124,266,838 132,491,922 139,761,545 138,770,819 △ 8,225,084

7.60181% 7.52554% 7.53978% 7.92324%

令和7年度数値（令和5年度～令和7年度平均） 7.5%

令和6年度数値（令和4年度～令和6年度平均） 7.6%

構　　成　　要　　素

（２）　実質公債費比率の状況

実質公債費比率　　①／⑤

公営企業債の償還財源に充当した一般会計等からの繰入金

国営土地改良事業並びに(独)森林総合研究所及び(独)水
資源機構の行う事業に対する負担金

組合等が起こした地方債の償還財源に充当した負担金・補助金

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額　④

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額　⑦
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（単位：千円）

令和7年度 令和6年度 差　引 備　　考

分子　　　①＝②－（⑪＋⑫＋⑬） 1,059,032,383 1,061,053,880 △ 2,021,497

将来負担額　②＝③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧＋⑨＋⑩ 3,987,282,511 4,050,351,566 △ 63,069,055

一般会計等の年度末地方債現在高　③ 3,568,014,348 3,642,607,233 △ 74,592,885

臨時財政対策債 1,742,769,404 1,821,829,000 △ 79,059,596

建設地方債等 1,825,244,944 1,820,778,233 4,466,711

債務負担行為に基づく支出予定額　④

PFI事業に係るもの 3,455,708 4,605,898 △ 1,150,190 県警本部新庁舎建設等事業

国営土地改良事業に係るもの 5,044,061 5,925,272 △ 881,211

森林総合研究所等が行う事業に係るもの 0 253,717 △ 253,717

依頼土地の買戻しに係るもの 5,260,393 4,313,507 946,886
土地開発公社への取得依頼
土地の買戻しに要する経費

57,339,375 61,605,758 △ 4,266,383
地方債の償還に係る一般会
計等からの繰入金

病院事業 30,896,228 34,858,974 △ 3,962,746

流域下水道事業 26,443,147 26,746,784 △ 303,637

0 0 0

342,743,143 322,614,808 20,128,335
年度末に全職員が自己都合
退職したと仮定した場合の退
職手当の支給予定額

5,425,483 8,425,373 △ 2,999,890
公社、第三セクター等の負債
等に係る一般会計等の将来
負担額

千葉県道路公社 2,335,050 4,748,968 △ 2,413,918

223 171 52
担い手支援資金借入金に係
る損失補償

3,060,210 3,646,234 △ 586,024
損失補償実行率0.1％
（県制度融資）

30,000 30,000 0
県漁連への短期貸付金
(300,000千円)の10%を算入

組合等が起こした地方債の元金償還に充当する県から
の負担等見込額　⑥

（公社）千葉県園芸協会

千葉県信用保証協会

千葉県漁業協同組合連合会

設立法人の負債等に係る一般会計等の負担見込額
⑧

（３）　将来負担比率の状況

退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）
⑦

構　　成　　要　　素

県が債務を負担する行為に
つき、その行為の内容として
定めたもの

国営北総中央用水事業　ほ
か

15,098,39413,760,162

印旛沼開発施設緊急改築事
業

△ 1,338,232

公営企業債の元金償還に充当する一般会計等からの
負担等見込額　⑤
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（単位：千円）

令和7年度 令和6年度 差　引 備　　考

連結実質赤字額　⑨ 0 0 0

0 0 0

1,224,127,526 1,188,996,521 35,131,005
地方債の償還額等に充当可
能な基金の残高

財政調整基金 108,390,277 103,707,482 4,682,795

県債管理基金 871,863,261 846,332,049 25,531,212

社会資本整備等推進基金 32,014,544 31,934,657 79,887

災害復興・地域再生基金 46,723,417 46,611,323 112,094

6,000,000 0 6,000,000

県有施設長寿命化等推進基金 147,244,876 146,867,720 377,156

地域医療介護総合確保基金 2,828,131 3,604,610 △ 776,479

社会福祉・医療施設整備等推進基金 2,501,693 2,618,674 △ 116,981

10,578 7,937 2,641

心身障害者扶養年金基金 26,395 26,329 66

地域環境保全基金 100,456 130,392 △ 29,936

中山間地域農村活性化基金 352,236 358,756 △ 6,520

森林整備担い手対策及び市町村支援等推進基金 746,529 751,115 △ 4,586

県立学校チャレンジ応援基金 169,242 151,218 18,024

警察本部庁舎等建設基金 2,755,891 3,494,259 △ 738,368

土地開発基金 400,000 400,000 0

美術品等取得基金 2,000,000 2,000,000 0

特定財源見込額　⑫ 29,659,368 32,605,951 △ 2,946,583
地方債の償還額等に充当可
能な特定の歳入見込額

地方債を財源とする貸付金の償還金 18,953,440 21,490,404 △ 2,536,964
常磐新線建設資金返納　ほ
か

公営住宅使用料等 8,775,928 9,185,547 △ 409,619

土地開発公社に対する貸付金の償還金 1,930,000 1,930,000 0

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額　⑬ 1,674,463,234 1,767,695,214 △ 93,231,980

分母　　　⑭＝⑮－⑯ 1,083,724,371 1,047,041,853 36,682,518

標準財政規模　　　⑮ 1,207,991,209 1,179,533,775 28,457,434

124,266,838 132,491,922 △ 8,225,084

97.7% 101.3% △ 3.6将来負担比率　　①／⑭

充当可能基金額　⑪

構　　成　　要　　素

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入
額　⑯

今後、地方交付税の算定上、
基準財政需要額に算入され
る見込みの元利償還金等

組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の
負担見込額　⑩

安心こども基金

退職手当基金
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　　　　普通交付税、標準税収入額等の経常的な一般財源の規模。
（単位：千円）

令和7年度 令和6年度 令和5年度

948,503,384 899,460,021 869,856,987

259,487,825 259,317,171 231,636,025

0 20,756,583 46,073,336

1,207,991,209 1,179,533,775 1,147,566,348

標準税収入額等：交付税算定における法定普通税等の収入見込額
　　　　　　　　　　

（単位：千円）

資金不足
・剰余額

事業の規模
資金不足
・剰余額

事業の規模
資金不足
・剰余額

事業の規模

上水道事業会計 24,893,384 64,356,828 27,534,770 63,639,335 △ 2,641,386 717,493

工業用水道事業会計 34,388,690 11,107,408 38,184,800 11,104,346 △ 3,796,110 3,062

病院事業会計 0 43,710,439 1,207,872 42,565,983 △ 1,207,872 1,144,456

流域下水道事業会計 8,645,396 21,658,775 8,071,661 20,429,015 573,735 1,229,760

宅
地
造
成

事
業

造成土地管理事業会計 106,203,822 514,616,083 103,182,248 524,614,302 3,021,574 △ 9,998,219

宅
地
造
成

事
業
以
外

港湾整備事業 3,005,500 855,337 2,821,527 876,648 183,973 △ 21,311

工業団地整備事業 5,913,536 5,913,536 5,904,560 5,932,429 8,976 △ 18,893

土地区画整理事業 0 36,161,700 0 34,884,200 0 1,277,500

差　　引

（４）　標準財政規模の状況

合　　計

２　資金不足比率について

会　　　計　　　名

区　　分

標準税収入額等

普通交付税

臨時財政対策債発行可能額

令和6年度

地
方
公
営
企
業
法
非
適

用
企
業 宅

地
造
成

事
業

宅
地
造
成

事
業
以
外

地
方
公
営
企
業
法

適
用
企
業

令和7年度
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参 考 

１ 健全化判断比率の算定式 

（１）実質赤字比率 

   一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率。 

これは、一般会計等の赤字の程度を示す指標です。 
 
          一般会計等の実質赤字額 

実質赤字比率＝ 

             標準財政規模 

 ・一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の

額 

 ・標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示す

もので、標準税収入額等に普通交付税を加算した額 

 

（２）連結実質赤字比率 

   公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額又は資金不足額の標準財政規模に対

する比率。 

これは、公営企業会計を含む県の全会計を対象とした県全体の赤字の程度を示す指標です。 
 
              連結実質赤字額 

連結実質赤字比率＝ 

               標準財政規模 

 ・連結実質赤字額：イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額 

  イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤

字を生じた会計の実質赤字の合計額 

  ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

  ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

  ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

 

（３）実質公債費比率 

   一般会計等が負担する元利償還金などの標準財政規模を基本とした額に対する比率。 

   これは、一般会計等が負担する公債費だけでなく、公営企業債の償還金への繰出金も含め

た実質的な公債費等がどの程度の財政負担となっているかを示す指標です。 
 
         （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

          （特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

実質公債費比率＝ 

（３か年平均）  標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 ・準元利償還金：イからホまでの合計額 

  イ 満期一括償還地方債について、償還期間を 30 年とする元金均等年賦償還とした場合における 1

年当たりの元金償還金相当額 

  ロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てた

と認められるもの 

  ハ 組合等への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められる

もの 

  ニ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

  ホ 一時借入金の利子 
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（４）将来負担比率 

   地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、一般会計等が将来負担す

べき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率。 

   これは、将来の財政を圧迫する程度を示す指標です。 
 
          将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額 

                ＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

将来負担比率＝ 

        標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 ・将来負担額：イからチまでの合計額 

  イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

  ロ 債務負担行為に基づく支出予定額 

  ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 

  ニ 県が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる県からの負担等見込額 

  ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

  へ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該

債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

  ト 連結実質赤字額 

  チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

 ・充当可能基金額：イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第 241 条の基金 

 

２ 資金不足比率の算定式 

（１）資金不足比率 

   公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率。 
 
          資金の不足額 

資金不足比率＝ 

           事業の規模 

 ・資金の不足額： 

  資金の不足額（法適用企業）＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした

地方債の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 

  資金の不足額(法非適用企業)＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の

財源に充てるために起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額 

  ※ 解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の

事情がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額 

  ※ 宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例が 

ある。 

 ・事業の規模: 

  事業の規模（法適用企業）＝営業収益の額－受託工事収益の額 

  事業の規模（法非適用企業）＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 

※ 宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、資本に相当する額及び負債に相当 

する額の合計額 

 

３ その他 

比率に係る端数処理については、国が定める統一的基準に基づき行っています。 

 
 

 

 

 - 7 -



３　健全化判断比率等の対象となる会計

健全化判断比率等の対象となる会計の範囲を図示すると、以下のとおりとなる。

財政調整基金

県債管理事業

自動車税証紙

地方消費税清算

市町村振興資金

母子父子寡婦福祉資金

心身障害者扶養年金事業

小規模企業者等設備導入資金

就農支援資金

営林事業

林業・木材産業改善資金

沿岸漁業改善資金

奨学資金

国民健康保険事業

上水道事業

工業用水道事業

造成土地管理事業

病院事業

流域下水道事業

港湾整備事業

工業団地整備事業

土地区画整理事業

北千葉広域水道企業団

千葉県競馬組合

千葉県道路公社

千葉県土地開発公社

（公社）千葉県園芸協会

千葉県信用保証協会

（公財）千葉県産業振興センター

千葉県漁業協同組合連合会

※資金不足比率は、公営企業会計ごとに算定される。

一
部
事

務
組
合

地
方
公
社
・

第
三
セ
ク
タ
ー

等

公
営
企
業
会
計

特
　
別
　
会
　
計

一
般
会
計
等

公
営
事
業
会
計

一　般　会　計

日本コンベンションセンター国際
展示場事業

かずさ水道広域連合企業団
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公
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